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１．はじめに

　１９７８年以後，農村における人民公社の解体，

生産責任制の承認は，中国農村に大きな変化を

もたらした。その大きな変化の中心は，農村労

働力の移動である。農村における労働力は，都

市工業化の優先を名目とした戸籍制度の確立１，

その後の人民公社制における農業の集団経営の

下で移動が制限されていた。しかし生産責任制

が承認され，人口移動・戸籍移転が緩和される

に伴い２，１９８０年代になると農村労働力は郷鎮

企業へ流入するだけでなく，就業の当てのない

まま無目的に都市へ流れ込んだ。１９９０年代にな

ると，農村における郷鎮企業間の競争の激化，

及び所有権改革による民営化の進展により郷鎮

企業の雇用吸収力が低下する一方，地方小都市

だけでなく労働需要の大きい経済特区や中規模

・大規模都市においても戸籍制度の緩和政策が

次々と打ち出された（山口，２００９）。このよう

な要因から９０年代前半以後，労働者の都市への

出稼ぎが増加し，その傾向は継続した（Cai, 

Park, and Zhao, 2008）。中国国家統計局による

と３， ２００９年末には「農民工」（郷鎮外に移動し

た農民戸籍労働者）の全国総数は１億４５３３万人

に及んでいる。ところが，２００４年には，珠江デ

ルタ地域で，労働者不足が叫ばれた。その後，

沿海地域で広く労働力不足が顕在化した。こう

した状況を受けて蔡（２００７）は Lewis（１９５４）

の提示したモデルに依拠して，「過剰労働力」
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進，宮崎卓，矢野剛，劉徳強の各先生方，及び
草処基氏からは詳細かつ貴重なコメントを頂い
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柚木孝裕，張冬雪の各氏からは論文作成に際し
て協力を頂いた。また，本誌匿名レフェリー２
名の先生方から細部に渡り頂いたコメントは本
稿内容を大きく改善するものであった。ここに
記して，心より感謝したい。なお，本稿におけ
る誤謬はすべて筆者の責任に帰するものである。

１　「中華人民共和国戸口登記条例」（１９５８年１月
９日中華人民共和国主席令）　『中華人民共和
国国務院公報』１９５８年１月１３日，第２号。
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よりも低い労働者）が枯渇し，労働市場が限界

原理で働くようになる転換点（以後ルイス転換

点ないし経済転換点と呼ぶことにする）を超え

たとする議論を提起した。このような蔡の問題

提起に対し多くの研究者から転換点を超えたか

否かに対する検証が行われ，現在も広く議論が

続いている（Islam and Yokota ２００８，南・馬 ２００９，

China Center for Economic Research ２０１０所収

の各論文，Fleisher et al. eds. ２０１１所収の各論文）。

　ルイス転換点を通過したという議論は，中国

において，安価な労働コストを提供してきた農

村からの出稼ぎ労働者をもはや利用できないこ

とを意味しており，中国の経済成長を主に牽引

してきた繊維産業や加工組立型の労働集約的産

業が収縮し，今後経済成長の制約要因となりう

ることを意味している。他方，この事実は，中

国において資本集約型産業が中心となるよう産

業構造転換を要求するものであり，中国の今後

の経済発展を考える上で，検討すべき重要な意

義を持っている。　

　現在議論が行われている中国における経済転

換点を越えたとする研究では，２００４年前後に中

国経済は転換点を越えたと主張している。しか

し，そうした既存研究の議論では４，２００４年前

後に生じた都市労働市場での変化や中国におけ

る人口構造の変化についての観察に終始してい

る。また，農業部門の労働限界生産性を推計し，

ルイス転換点を通過したと主張する研究もいく

つかある。たとえば劉（２０１０）は既存研究で用

いられた転換点理論に基づく「生存賃金」に当

たる指標は過大評価されていると批判した。そ

こで，劉論文で提案する「生存賃金」を利用し

たところ，劉論文で推計された労働の限界生産

性は，２００２年以降，生存賃金を実質的に上回っ

ており，ルイス転換点を通過したと主張してい

る。また Wang（２０１０）は，本稿と同じく生産

費データを用い，２００４年以降生産性が急速に上

昇したことのみを捉え，転換点を通過したと断

定している。しかし，転換点理論の想定する生

存賃金との比較を行うことなく結論を下すのは

議論として不十分である。

　他方，経済転換点を越えたとする主張に対し

て，労働の限界生産性を推定した上で，反論を

行った代表的な論文には，南・馬（２００９）があ

る。彼らは，推計した農業部門における労働の

限界生産性と彼らの主張する「生存賃金」水準

指標を比較したところ，依然として，中国農村

には過剰労働力が存在する事を主張した。また，

丸川（２０１０）は四川省の個票データを用い，推

計した労働の限界生産性と非農業収入を比較し

たところ，両者は接近しているものの，後者の

方が上回っており，標本地域において過剰労働

力が存在することを示した。また標本農家の観

察から，土地使用と過剰労働力の存在の関係に

ついて，重要な含意を導いている。

　しかし，こうしたルイス転換点を通過したか

どうかという議論に対し，農業生産関数の推計

により限界生産力の計測を行った多くの研究で

は，農業部門全体のデータを用いていた。この

問題点は，中国における広義の「農業」は，農

業だけでなく林業・漁業・牧畜業を含んでいる

点である。しかし実際は，農業・林業・漁業・

牧畜業間で生産技術の相違が存在すると考えら

れる。また労働の限界生産性を推計したいくつ

かの研究では，耕種業に絞った推計も行われて

いる。しかしながら，耕種業にも稲・小麦・ト

ウモロコシなどの生産農家間で生産技術に，当

然相違があるだろう。そこで本稿では，中国に

おける農産物生産費用データから得たジャポニ

カ米生産に限定した省別パネルデータを用いて

実証分析を行うことを試み，省別の農業技術面

の差異をコントロールすることで欠落変数バイ

アスを回避し，より正確な生産関数の推計を

行った。同時に本稿では，既存研究で用いられ

た，労働者数というストック変数ではなく，フ

ロー変数である労働投入時間を労働の限界生産

性計測に用いた。被説明変数にフロー変数を利

用する生産関数を推計するならば説明変数も基

本的にはデータの利用できる限りフロー変数を

───────────
４　代表的な研究として，Cai and Wang（２０１０）
を参照。
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使うべきである。もし労働投入時間の代理変数

として，ストック変数である労働者数を用いる

ならば，労働弾力性の係数推計値に下方バイア

スが生じると考えられ，この点からもより正確

な生産関数推計を行ったと主張できる５。

　次に本稿で利用する生産費調査には，農業雇

用労働力の賃金が掲載されている。『全国農産

品成本収益資料匯編』の定義によると当該賃金

は，「農業雇用労働者に支払われる賃金総額を

指しており，労賃に加え適切な水準の飲食費や

生活費（招待費）などを含む」６ものである。こ

れは既存研究で用いられた生存賃金と比較して，

利用可能な非熟練労働者の賃金水準（ないし，

それに農村における生活支出を加えた水準）の

代理変数としては最も適切な変数であると考え

られる７。我々は，既存研究で用いられた指標

には以下の通り，それぞれ問題点が存在すると

考えている。劉（２０１０）では第１次産業 GDP 

を全国就業者数で除したものを１人当たり食料

消費水準と解釈し，生存賃金の代理変数として

利用した。しかし，当該指標は純輸出額の調整

が行われていない他，最終財として食料品（加

工品）を生産する製造業分野の「農副産品製造

業」・「食品製造業」・「飲料製造業」・「タバコ加

工業」の GDP は考慮されておらず，最終消費水

準としての１人当たり食料消費水準としては過

少評価されていると判断される。次に，南・馬

論文で用いられた「農村家庭一人当たり純収入」

と「農村家庭一人当たり消費支出」の両変数に

ついては，それぞれ農村家庭における一人当た

りの平均的所得水準および平均的消費水準を示

しており一定の妥当性がある。しかし，前者の

指標には，政府からの補償収入など農村保護政

策に伴う収入も含まれている。また，後者の指

標は必需品の消費支出のみならず，奢侈品や娯

楽に当てる支出も含まれており，「生存賃金」指

標としてはやや過大評価があると考えられる。

　さらに，本稿では，長年，定義が明白でな

かった中国における労働投入の計測単位「工 」

（用工数量）が２００５年にはじめて，時間への換

算式が掲載されたことに着目し，賃金格差の議

論に置いて，労働時間単位で議論を行った。こ

のように当該統計資料を利用した研究の内，

「工 」の労働時間への換算の中国経済研究上

の意義を適切に認識し，議論を行った研究は筆

者らの知る限りにおいて世界で初めてであろう。

　最後に，労働の限界生産物価値と市場賃金を

統計学的手法に基づき比較することを通じ，両

者が均等化しているか検討することも本稿の特

色である。

　本稿は以下のように構成される。次節では中

国におけるジャポニカ米生産の概要を説明する

とともに，分析に用いた標本地域のジャポニカ

米生産を巡る経済環境の変化を議論する。第３

節では，分析に用いるデータ，及び推計モデル・

推計結果について議論する。第４節では労働の

限界生産物価値の推計，第５節では賃金差の検

定を行う。最後に第６節では，分析によって明

らかになった事実のまとめを行う。

２．中国におけるジャポニカ米生産の事例

（１）中国におけるジャポニカ米生産の概要

　本研究では，世界一の生産量を誇る８中国の

コメ生産の内，主要な品種の一つであるジャポ

───────────
５　ただし，本稿では，データセットの制約から
労働者数のデータを利用できないため，ストッ
ク変数の代わりにフロー変数を用いて推計する
と実際にどのくらいのバイアスが生じるか，定
量的に確かめることはできなかった。したがっ
て，この議論は定性的な指摘に留まっている。

６　ただし，当該定義は『全国農産品成本収益資
料匯編２００５』に従うものである。『全国農産品
成本収益資料匯編２０１０』では，賃金・飲食費・
生活費に加え，宿泊費・保険費用も含まれるこ
とが追加的に明記されている。

７　ただし，当該農業雇用賃金は，出稼ぎの長期
の農業雇用労働者だけでなく，農繁期における
収獲手伝いのような地元民の短期労働雇用も含
まれている。そのため，南（１９７０，９７ページ）
が利用した年雇労働者の賃金とは，完全に合致
しない。

８　国際連合食糧農業機関統計（FAOSTAT）に
よる（http://faostat.fao.org/site/339/default.aspx）。

───────────
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ニカ米種の生産費用データに限定した分析を行

う。本稿でジャポニカ米生産に分析対象を絞っ

た理由は以下の３点である。第一に，中国の三

大生産穀物（三種糧食と呼ばれる）であるコメ

・小麦・トウモロコシの中で，コメは最も生産

量が多く，穀物生産全体の約４０％を常に占めて

来たこと。第二に，ジャポニカ米を生産してい

るのは，東アジア地域が中心であり，カリフォ

ルニア米などを除くと国際的な取引商品になっ

ていないため，中国にとって国内生産が非常に

重要であること。第三に，分析上の理由として，

中国においてコメ生産のもうひとつの主要な生

産品種であるインディカ米は，２期作・３期作

が活発に行われ，生産費用データ上も早稲・中

稲・晩稲と３区分に分かれている。そのため，

パネルデータとして利用できる省の数が，ジャ

ポニカ米と比べると相対的に少なかった。また

１期作，２期作，３期作を集計して利用するこ

とも困難であった。このような理由から，本稿

ではジャポニカ米生産に分析対象を絞った。

　まず近年における中国のコメ生産のマクロ統

計を概観する。図１を見ると限定的にしか利用

できないが，平均的にジャポニカ米生産のコメ

の総生産に占める割合は約３０％，インディカ米

生産の割合は，約６０％をそれぞれ占めている。

２００１－２００７年の期間において，概ね，ジャポニ

カ米とコメの総生産量の推移は，同じ動きをし

ている９。すなわち，インディカ米を除き２００１－

２００３年にかけて減産傾向にある一方，２００３年を

底に２００７年にかけては生産量が回復・上昇して

いる。

　このような２００３年までの減産傾向の背景要因

としてまず考えられるのは，中国で頻発する自

然災害による被害である。そこで，図２では，

図１のデータの中で比較的長期間利用できるコ

メの総生産量データと，自然災害被害を受けた

農作地面積（受災面積），及び災害被害により

作物生産ができなかった面積（絶収面積）を，

１９９２－２００９年に範囲を引き延ばして示した。た

だし，可能な限りジャポニカ米の生産動向を見

るため，ここでは次節以降に説明される分析対
───────────
９　一般に，中国におけるジャポニカ種とイン
ディカ種それぞれ単独のマクロ生産統計は，非
公開データである。

図１．中国におけるコメの生産高推移（２００１－２００７）

出所）歴年全国農業統計提要（http://www.agri.gov.cn/sjzl/），『中国農業統計資料』（２００３），『中国糧食発
展報告』（各年）。

注）インディカ米単独の生産量データは，２００１－２００３年のみ存在している。一方，ジャポニカ米については，
２００４年のみ欠損している。
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象地域となる７省に絞って議論を行う。図２を

見ると，毎年，中国農業生産は，厳しい自然災

害に見舞われてきた事が分かる。特に大きな被

害があったのは，図１でも減産傾向が見られる，

干ばつ・水害が繰り返し多発した２０００年から

２００３年にかけてである。２０００年には，受災面積

が，農作物総作付面積の約４４％，絶収面積が約

１０％に達し，コメの総生産量も２０００年を境に減

少傾向に陥った。その後は，再び２００３年に生じ

た大規模な干ばつ・水害被害による生産量の落

ち込みを底に１０，近年にかけては，災害の頻発

も一定程度収まり，回復基調にある。

　一方，このような生産動向の背景をより深

く理解するためには，コメの需給バランスに

ついても議論する必要がある。図３では，アメ

リカ農務省外国農業サービス（Foreign Agri-

cultural Service, United States Department of 

Agriculture）で推計値が公表されている中国の

コメの生産量，国内消費量，期末在庫を示した。

寳劔（２００３）の指摘するように，１９８０年代後半

に停滞していたコメ生産を含む食糧生産は９０年

代に入ると増産傾向になり，９０年代半ばに一度

落ち込むものの，９０年代後半には，再び増加に

転じた。このような動向は図３にもはっきりと

図２．コメ主要生産地域における生産高推移と，受災面積の作付面積に占める割合の推移（１９９２－
２００９）

出所）『中国農業統計資料』（各年）
農業部中国植業信息網農作物数据庫（http://www.zzys.gov.cn/nongqing.aspx），
農業部中国植業信息網災情数据庫（http://www.zzys.gov.cn/zaiqing.aspx）。
注）（１）「受災面積」とは，自然災害のために１割以上減産した農地作付面積を指す。「絶収面積」とは，８

割以上減産した農地作付面積を指す。
（２）「受災面積」と「絶収面積」は，被害を受けたコメ生産を含む中国全体の農地作付面積を示してい

る。ここでは生産への効果を明確にするため，それぞれを総作付面積に占める割合で表示した。
（３）当該表で掲載している各変数は，省別でデータを利用できる。そこで次節以降の議論と対応させる

ため，各変数は本稿の分析に用いるジャポニカ米主要生産地域である遼寧，吉林，黒竜江，江蘇，
安徽，河南，寧夏の７省の集計値を利用している。

１０　２００３年における食糧減産は，中国政府が国内
食糧自給の維持水準としていた総生産量４億
５０００万トンを割り込むほど深刻であった。

───────────
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示されている。９０年代後半の増産規模は大きく，

その結果，１９９７－１９９９年にかけて生産量が国内

消費量を上回り，９０年代初め以来再びコメ備蓄

在庫の期末量が１億トンに近づくほどに積み上

がった。

　こうした需給バランスの動きは，図４に示し

た各種コメの市場価格の変化にも色濃く反映さ

れている。９０年代後半の需要量を上回る過剰生

産と，在庫の積み増しはコメの価格を著しく下

落させたことが分かる。このように，上で議論

図３．コメの需給動向（１９９２－２００９）

出所）Foreign Agricultural Service, USDA,  Production, Supply, and Distribution Datasets.
注）（１）ここに掲載された総生産量，国内消費量，期末在庫はアメリカ農務省により推計された数値であり，

実測値ではない。
　　（２）ここに掲載された「コメ」は精米された後のものである。

図４．コメの市場価格動向（１９９６－２００９）

出所）『中国農業発展報告』（２０１０）。
注）各コメの価格は精米後の価格である。１９９２－１９９５年のデータは欠損している。
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した２０００年代初頭のコメの減産傾向は，自然災

害の影響だけでなく，９０年代後半からの過剰供

給に伴うコメ価格の低迷により農民の増産誘因

が減退したためであったと考えられる。図３に

よると，２０００年代初めの減産傾向により，再び

需要が生産を上回った。しかし，ここでは国が

管理する備蓄用食料を放出することで対応し，

需給の安定化を実行したことが分かる１１。

　変化が見られるのは，２００４年以降にコメの価

格が急上昇している点である。この理由は，上

述の２００３年の大規模減産により，９０年代後半に

積み上がった在庫の内，最低限の備蓄水準を残

し，放出できるものは全て供給したにもかかわ

らず，それでも需給が逼迫し，供給不足に陥っ

たためと考えられる。

　最後に省別のジャポニカ米生産動向を確認す

るため，表１では，公開されている２００１年から

２００３年までの主要産地別生産量の推移を見よ

う１２。２００３年で見ると，東北三省（黒竜江・遼
───────────
１１　『中国農業発展報告』（２００５）には，１９９６－２００４
年にかけての各種コメの卸売価格が掲載されて
いる。これを見ると，卸売価格についても２００４
年には価格が急上昇している。

１２　２００１年と２００２年のデータは，中国農業部ホー
ムページ上における『歴年全国農業統計提要』
から得た。しかし，２０１０年６月１０日の農業部

───────────

表１．ジャポニカ米主要産地の生産量順位の推移（２００１－２００３）
 （単位： 万トン，万ha）

作付面積総生産比生産量２００２作付面積総生産比生産量２００１順位
１５６３．１ ２７．１０%１３５７．２江蘇１６８２．３２７．９２%１４１７．２江蘇１
１５６４．４ １８．３９%９２１黒竜江１５６７．０２０．０２%１０１６．３黒竜江２
５５６．４ ８．１１%４０６．２遼寧５２１．０７．３６%３７３．６浙江３
６６６．１ ７．３９%３７０吉林６８６．９７．３１%３７１．２吉林４
４６１．６ ６．８５%３４３．３浙江５１５．５６．６０%３３５．２遼寧５
４４６．６ ６．２５%３１２．９安徽４８５．０５．５８%２８３．３雲南６
３５８．９ ５．０９%２５４．７湖北２７９．３５．５０%２７９．３湖北７
４９３．９ ５．０６%２５３．５雲南３０５．５３．９１%１９８．２２安徽８
１５５．３ ２．１８%１０９．４山東１５３．９２．５１%１２７．４上海９
１３３．１ ２．１８%１０９．２上海１７３．６２．４９%１２６．１６山東１０

７３２３．３総作付面積５００８．３総生産量７３６２．０総作付面積５０７５．６９総生産量

作付面積総生産比生産量２００３順位
１４３８．２２６．５１%１１２３．９江蘇１
１２９０．９１９．８８%８４２．８黒竜江２
４９９．８７．７３%３２７．６雲南３
５４１．０７．５０%３１８．２吉林４
３９１．９７．３３%３１０．６遼寧５
３８７．１６．６９%２８３．７浙江６
２７６．７４．２２%１７９．１湖北７
３３５．２３．９１%１６５．９安徽８
１６９．２２．４７%１０４．７重慶９
１２３．３１．９９%８４．４四川１０

６３４８．７総作付面積４２４０．１総生産量

出所）歴年全国農業統計提要（http://www.agri.gov.cn/sjzl/），及び『中国農業統計資料』（２００３）。
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寧・吉林）の全生産量に占める割合は３４．７％，

華中地域（江蘇・浙江・安徽・湖北）の占める

割合は，４１．３％に上っている。このことから，

ジャポニカ米の主要産地は，東北３省，及び華

中地域に概ね集約されていることが分かる。生

産量の推移は，図１と同様，２００３年にかけて下

落傾向が顕著に表れている１３。

　また，近年，一層の産地の集約化が進んでい

ることも大きな特徴である。華中地域のジャポ

ニカ米総生産量に関する公式データは，２００１－

２００３年以外公表されていないため，仮に２００７年

における農林水産省（２０１０，１０８ページ　第６図）

の江蘇省と安徽省に関するジャポニカ米生産量

の推計値を利用すると，２００１年において，総生

産量に占める東北３省に江蘇省と安徽省を加え

た地域の割合は，約６５％であった。それが，

２００７年には約８３％に達し，一層の産地集約化が

進んでいる可能性がある。

　

（２）標本地域のジャポニカ米生産を巡る経済環

境の変化

　表２は，本稿で用いる各省のジャポニカ米生

産費用データから得た各変数の基本統計量を表

している。まず単位当たり生産量をみると，主

要産地の一つである黒竜江省の単位生産量は必

ずしも高くない。一方，他の主産地である江蘇

省や遼寧省，吉林省の生産量は，相対的に高く

なっている。寧夏回族自治区は，ジャポニカ米

が主産品ではないが，黄河流域の恵まれた土壌

条件を生かして，高い単収を達成していること

が分かる。労働投入は，安徽・河南といった中

部地域の省で多くなっている。それと比較する

と，東北３省及び江蘇省は，機械投入費用が多

い。東北３省では，作付面積・土地労働比率が

他地域の省よりもかなり大きく，広い土地に機

械を用いる大規模な資本集約的農業が営まれて

いることがうかがえる。特に，国有農場により

大規模営農が行われている黒竜江省では，その

傾向が顕著である。他方，遼寧省では，機械投

入だけでなく豊富な水資源を活用して灌漑にも

大きく依存している。江蘇省は，東部沿海地域

に属し，製造業の集積地となっているため，資

本財価格が相対的に低い事が想定され，機械投

入が相対的に大きくなっている。一方，江蘇省

が東北３省と異なっているのは，土地労働比率

が標本地域の中で最も小さいことである。そこ

では機械投入だけでなく，化学肥料投入を相対

的に多投することにより，限られた作付面積を

補い，高い単収量を確保していることが分かる。

最後に，寧夏回族自治区は，労働投入量が標本

地域の中で最も多い。同時に，黄河の水を引く

灌漑が十分整備されており，労働集約的である

にも関わらず，高い生産性を達成している。

　次に，表３では，１９９２年から２００９年にかけて

のジャポニカ米生産に投入された各生産要素投

入の省別変化を見ている。観測期間の初年度と

最終年の結果に加え，ルイス転換点議論が生じ

ている２００４年前後の変化をみるため，２００２－

２００５年についても詳細に掲載している。１９９２年

時点においては，各省，労働集約的な農業生産

が行われていたことがうかがえる。また，農業

機械ではなく，家畜用役に依存していたことも

分かる。次に２０００年代以降に目を転じると，労

働投入は，全ての省で減少傾向にあることが見

て取れる。そして全標本地域において，次第に

労働集約的な生産方式から，農業機械に依存す

る比率が高まってきている。　ここで注意すべ

きは，２００３年から２００４年，ないし２００４年から

２００５年にかけての急激な変化である。まず２００３

年に遼寧省，黒竜江省を除き，落ち込んだ単収

───────────
ホームページの全面改定の際に，残念ながら当
該データベースは削除されてしまった（http: 
//2010jiuban.agri.gov.cn/xxgktjxx/）。著者はこ
のデータを複写の上，保管している。必要に応
じて提示する用意がある。

１３　２００１年から２００３年にかけての省別ジャポニカ
米生産データと『中国農村統計年鑑』掲載の
データを比較したところ，東北３省，河北省，
山東省，寧夏自治区はコメの総生産量が概ね
ジャポニカ米の総生産量に一致していた。この
ことからこれら各地域については，２００９年まで
のジャポニカ米生産量及び作付面積の公式統計
が，コメの総生産量から捕捉可能であると考え
られる。
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が回復を示している。また顕著なのは，農業労

働時間の急激な減少である。確かに，９２年から

２０００年代初めにかけても，労働時間が次第に減

少し，農業機械に依存する比率が高まる傾向は，

標本地域全体で観察されている。しかし，２００４

年以降，そうした傾向に拍車がかかっている。

黒竜江・江蘇を除いた各省では，２００３年から

２００５年にかけて１０％前後，農業労働時間が減少

するとともに（河南省では半減した），資本労働

比率が約２倍になった。また，資本労働比率は，

黒竜江や江蘇も同様の傾向にある。そして，こ

の時期の変化の全地域について共通する特徴は，

資本労働比率の変化の背後に，機械家畜比率が

急速に上昇し，家畜用役から機械投入への代替

表２. 基本統計量

寧夏河南安徽江蘇黒竜江吉林遼寧
５５３．１５４４０．４０４１５．８９５３８．６６４３６．４１４８７．１２５１６．３３生産量（Kg）
（３８．３４）（５４．６５）（５０．４３）（３１．８４）（４８．２０）（１８．７７）（３５．３７）
１４６．６１１４４．５２１０３．８７９１．４１６８．７９８７．８７９０．５１農業労働投入時間（時間）
（２８．４７）（４１．０６）（２２．２６）（２６．２６）（２１．９６）（２４．６０）（１７．３７）
３９．５４２７．６２３０．６６５７．５１５１．４３３７．４０３８．８９機械投入費用ａ（元）
（２８．３２）（１６．８２）（３０．５３）（２９．７１）（２４．６１）（２６．４７）（２７．１１）
１５．６２２２．１１２７．２２４７．９３１４．６２１２．６３１５．６２化学肥料投入費用（元）
（４．５９）（１２．８７）（２２．１０）（２８．８４）（４．７１）（２．６７）（４．１３）
５３．７０４２．３９１６．１３３８．９７４０．０７４８．４５７８．５０灌漑排水費用ｂ（元）
（１１．２８）（１３．７３）（３．０４）（２．６３）（８．２０）（６．２７）（３．７４）
４９．４５１１．０４７．１６６．７８２６．３６１９．３７５５．３４灌漑用水費用（元）
（１０．９３）（８．２１）（３．５７）（０．５９）（６．８１）（２．７９）（１３．１３）
５．３８６．３８３．２２４．５１２０．６２１０．４９１０．２１調査地作付面積ｃ（畝）
（０．８７）（０．６８）（０．８３）（０．９６）（６．０７）（２．４３）（２．０９）
０．３１０．２４０．３６０．７７０．９２０．５３０．４９資本労働比率ｄ（元／時間）
（０．２９）（０．２２）（０．４７）（０．５８）（０．６９）（０．５０）（０．４５）
２．００１．３８１．４７１．３８１５．３７４．２２２．５８土地労働比率ｅ（畝／時間）
（０．１５）（０．１７）（０．２７）（０．０９）（３．３０）（０．３８）（０．３７）

出所）『全国農産品成本収益資料匯編』（各年）。
注）（１）掲載した数値は観測期間（１９９２－２００９）の１８年間の平均値を報告している。ただし江蘇省

は１９９２年のデータが欠損しているため１７年間の平均値である。括弧内は標準偏差を表す。
（２）費用は価格指数で実質化した。また調査地作付面積，土地労働比率を除いたデータは，

全て１畝（mu）あたりに基準化されている　（１畝は１５分の１ha）。
ａ）機械投入費用は，農業機械を利用する生産過程に機械を利用することで発生した費用

支出の事を指す。ただし，各種生産過程上において輸送に機械を利用した費用も含ま
れている。具体的な生産過程には，耕運・作付・収獲・脱穀を含む。

ｂ）灌漑排水費用は，水費用が２００４年から２００９年までの６年間しか掲載が無いため，比較
のために灌漑用水費用と同じ期間の６年間のデータを示した。

ｃ）調査地作付面積は，調査作付面積を調査戸数で除した，一戸当たり平均作付面積を表
示している。また当該作付面積データは２００４年以降，欠損しており，１９９３年から２００３
年までの１０年間の観測値から得た数値である（１９９２年と１９９４年も欠損）。

ｄ）資本の定義は，後ほど表５で詳述する。
ｅ）土地労働比率には，一人当たり耕地面積のデータを用いた。ただし，当該データは，
１９９８年から２００３年までの６年間しか存在しない。
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を伴っていた事であることが分かる。　２００９年

まで，この傾向は持続し，いくつかの省では，

家畜用役の利用がなくなるところまで，機械投

入の代替を伴いながら，資本労働比率の上昇が

生じた。

　単位当たり生産量は，必ずしも全ての省で劇

的に上昇しているわけではない。いくつかの省

については，２００９年において，２００３年の落ち込

みから２０００年代前半の生産水準にようやく回復

したということのみ言えるかもしれない。しか

し，そのような回復は，生産要素の投入構造が

労働集約的なものから，資本集約的な生産方法

表３．１畝当たり生産量，労働時間，資本労働比率，機械家畜比率の各省変化（１９９２－２００９）

２００９２００５２００４２００３２００２１９９８１９９２
５７１．８４ ５２１．２０５２９．３０５２７．９０５０４．２０５３３．２７５４９．０３生産量遼寧
６３．１２ ７６．６４８４．６４８４．８０８６．４０９６．４０１１９．２８労働時間
１．７２ ０．６６０．４４０．３４０．３００．３３０．１４資本労働比率
２４．４５ ４．２９３．２８２．４５１．６８２．２１１．４３機械家畜比率

４９４．１４ ４９７．３０４９３．３０４４８．７０４５９．００５０６．１４４７３．５５生産量吉林
５８．２４ ６５．０４６８．８８８６．４０８０．００９４．２４１２５．６８労働時間
１．８１ ０．６４０．５００．４７０．４６０．２１０．１１資本労働比率
２６．６１ ３．８６４．２８６．４４３．７７０．６２１．４８機械家畜比率

４８６．５９ ４８５．７０４８９．６０４２１．６０３７６．７０４１６．８８３４９．９７生産量黒竜江
４０．２４ ５４．７２５８．８０５４．４０６１．６０５８．３２９０．８８労働時間
２．４８ １．１４０．９５０．９２０．７４０．９００．１３資本労働比率
N.A２３８．０９５９．２６８１．７６２９．６６７３．２６３．２０機械家畜比率

５５７．７３ ４９９．９０５４３．７０４７３．９０５８７．００５８０．１２４９１．５７生産量江蘇
５７．８４ ６９．８４７１．２８７６．８０８１．６０１０５．７６１３５．９２労働時間
１．９０ １．１５０．８７０．７２０．６２０．３６０．０９資本労働比率
３８８．４８ １２３．９６６０．５７８５．２９６６．７２２５．３２９．５８機械家畜比率

４７７．８３ ４１０．１０４５６．６０４０７．４０４４２．４０４５７．３１３１０．３２生産量安徽
６２．５６ ８８．０８９８．３２９７．６０８８．００１１１．８４１０６．７２労働時間
１．８３ ０．３２０．２９０．１５０．０９０．２３０．０２資本労働比率
１２．４８ １．３２１．４３０．７５０．３１３．１４０．２９機械家畜比率

５１７．７１ ３８８．００４２７．３０３５１．８０４５７．００５２４．１３４５２．８８生産量河南
８３．４４ ９３．５２８６．８８１６７．２０１４９．６０１９０．８８１８８．４０労働時間
０．８３ ０．３１０．３４０．１４０．１５０．１２０．０６資本労働比率
N.A２３４．０１N.AN.AN.AN.A１．５７機械家畜比率

５４４．１７ ６０８．００５６９．２０５３８．４０５８３．９０４９３．０７４６９．２１生産量寧夏
１０２．８８ １２８．８８１４０．４８１３７．６０１３４．４０１５５．６８１８９．６８労働時間
１．０７ ０．４５０．２７０．２１０．２４０．１４０．０７資本労働比率
N.A１６．５８９．７２４．３６４．０７１．８００．５３機械家畜比率

出所）『全国農産品成本収益資料匯編』（各年）。
注）（１）当該表に掲載されている各変数の単位・定義は，表２に準じる。
　　（２）１９９２年の江蘇省のデータは欠損しているため，代わりに１９９３年のデータを掲載した。
　　（３）機械家畜比率は，機械投入費用を家畜用役費用で除して得た。
　　（４）機械家畜比率について，N.A は家畜用役費用が観察されなかったことを指す。
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表４．１畝当たり雇用労働賃金，農業税，平均価格，補償収入，純利潤の各省変化（１９９２－２００９）

（単位：元）

２００９２００５２００４２００３２００２１９９８１９９２
４５．０６３０．３９２５．４９２４．３０２２．９０２７．６２N.A.雇用労働賃金遼寧

００２１．９０４７．２４３５．６２２２．６１１１．２０農業税
２．２４１．９０１．７７１．３６１．１６１．３７０．７２平均価格
８０．６４２４．７６２６．１８N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
４３２．１５３７１．４９３８１．００２２２．７１１３１．８１２７０．１７１６９．０２純利潤

５５．４２２４．１６２２．０８２１．１８２０．８４１８．９９N.A.雇用労働賃金吉林
０００３３．２４３８．３７２２．６５７．４８農業税

２．２１１．８３１．６８１．１５０．９９１．４００．７０平均価格
１１１．７０３３．１５２７．３０N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
２９２．３８４０７．８８３９４．８１１０３．０９３８．８５３０６．９６１５３．６２純利潤

７７．０６３３．０５２６．１５２２．３３２１．８１２５．６２N.A.雇用労働賃金黒竜江
０００２８．３４３６．６４１５．９２５．９０農業税

２．１８１．６４１．６３１．１４０．９８１．３００．７０平均価格
６７．６２２６．６７２４．６１N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
２５２．１２２７２．６２３６１．１６１４０．５２５．１８１８８．８６１３２．１２純利潤

５０．２９３２．８３２５．１３２３．５２２２．１６２２．２６N.A.雇用労働賃金江蘇
００１６．５３３３．７７４１．２５２１．７３８．６０農業税

２．０３１．８０１．７５１．４８１．０５１．４２０．９０平均価格
６７．８５２１．４９２１．１８N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
４０３．９２３２４．３５４５１．２８２１０．２２１１３．８４２９３．９１２７２．１０純利潤

５２．９８２９．６３２５．８２２２．２２２０．４７３０．０３N.A.雇用労働賃金安徽
００１６．３１３０．１９２９．３４２２．２６５．０９農業税

１．９０１．６１１．５９１．３７０．９２１．３８０．５８平均価格
７７．１２１６．０１３０．００N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
２４２．６８１９０．４８２７７．３９１９２．４７７８．３５２３７．８９１４４．０９純利潤

４８．５３２８．２７１１．６５１４．７９７．３６１７．１７N.A.雇用労働賃金河南
００１６．３２２５．２２２５．３５１０．３８５．７０農業税

２．２７１．９６１．８０１．５３１．１９１．６４０．８５平均価格
３６．２０７．３３０N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
４５６．０６２９３．６８４１６．９７９８．２２１１２．８５４２２．２１２８６．３７純利潤

５９．２１２９．２３２２．８０２４．９０２５．１３１９．３０N.A.雇用労働賃金寧夏
００２６．１７３０．２２２９．６９２８．７２５．３５農業税

２．１１１．７９１．６７１．３０１．１１１．４３０．７２平均価格
７８．３４１６．７１１２．４８N.A.N.A.N.A.N.A.補償収入
２６９．２６４９６．８７４０１．４７２２６．８３１３３．４６３００．０７１８３．１７純利潤

出所）『全国農産品成本収益資料匯編』（各年）。
注）（１）雇用労働賃金とは，雇用労働者が標準労働日に（一日８時間労働に基準化する）得た総

報酬を指す。総報酬には，労働賃金に加え，飲食費，宿泊費なども含む。雇用労働賃金
は，農村消費者物価指数で実質化した。

（２）純利潤の定義は，ジャポニカ米の総生産額から総費用を減じたものである。総費用には
表２に掲げた生産の直接費用だけでなく，農家経営上の間接費用，農業税も含まれてい
る。間接費用には，例えば生産物の販売輸送に必要な人件費も含まれる。なお純利潤は
実質化していない。２００３年以前の純利潤算出には，２００５年版調査資料掲載の換算式を利
用した。

（３）１９９２年の純利潤は欠損しているため１９９３年の値を掲載している。同様に，２００９年の補償
収入は欠損しており，２００８年の値を掲載した。

（４）表３と同様，１９９２年の江蘇省については１９９３年の値を掲載した。
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へ確実に変化した上で，達成されたものである

事が分かる。このように，表３からは，労働時

間の低下，機械投入の増加と言った意味での農

業の近代化が２００３年以降，急速に進んできてい

ることが分かった。

　次に，表４では，１９９２年から２００９年にかけて

のジャポニカ米生産についての，雇用労働賃金，

農業税，ジャポニカ米のキロ当たり平均価格，

補償収入，純利潤の各省変化を示した。２００２年

までの状況を見ると，各省共通して，農業税の

負担が年々高まっていたことが分かる。また

ジャポニカ米の販売価格については，前節で議

論したように９０年代後半の国内消費水準に比し

て過剰生産が続いた影響から伸び悩んでいた。

特に２００２年には，価格水準が最悪の落ち込みを

見せ，それに伴い農家の純利潤も急落し，黒竜

江省では，純利潤が，単位面積当たり５．１８元と

一桁にまで減少した。２００３年にはマクロのジャ

ポニカ米生産量が落ち込んだ事を指摘したが，

農家の単位当たりの収益状況は２００２年以前と比

べて，２００３年には改善してきていることが分か

る。その背景には，農作物価格の上昇によると

ころが大きい。この価格上昇については前に議

論したように，９０年代後半の過剰生産で積み上

がっていた国が管理する備蓄用食糧の内，放出

できる部分を供給しつくしたため，価格上昇に

転じたと考えられる。一方，生産量は落ち込ん

でいることから，農家の総収益は減少している

と考えられる１４。

　大きな変化が見られるのは，２００４年以降であ

る。２００４年には，その年の農業政策の方針を打

ち出す中央農村工作会議において，２００３年まで

の農業生産量の低迷，農家所得の減少を受け，

農業生産量の増大と農家所得向上を強く促進す

ることが表明された１５。この方針に従い，農業

保護政策が次々と打ち出された。

　まず２００４年には，吉林省と黒竜江省で農業税

が廃止され，その他の省でも河南，寧夏を除い

て半減した。そして，２００５年以降は，標本地域

全省で農業税が廃止された１６。次に，平均価格

についても，２００３年以降，継続的に上昇してき

た事が分かる。その背景は，繰り返しになるが，

食糧の国内需給バランスの要因に加え，寳劔

（２０１０，１５９－１６０ページ）の指摘するように，

２００４年から実施されたコメの「最低買付価格」

の設定も価格の底上げに貢献したと考えられ

る１７。

　最後に，２００４年以降には，補助金の直接支払

い（補償収入）が大規模に行われ，その額は，

２００８年まで急速に増加した事が分かる。補助金

支払いは，主に以下の４点について行われた１８。

───────────
１４　表４の各変数は単位栽培面積あたりで表示さ
れており，減少したとしても，総栽培面積が増
加すれば，農家単位の純利潤は増加する可能性
がある。しかし，２．１節で議論したように，
２００３年までは総栽培面積は減少しており，当該
議論は問題無く成立すると考えられる。

───────────
１５　「中央農村工作会議在京召開－全面部署２００４
年農業和農村工作－」『人民日報』２００３年１２月
２６日。一方，池上（２００９，４８－４９ページ）は農
業保護政策の基本方針は，２００２年１月の中央農
業工作会議において打ちだされた「多予，少取，
放活」（多く与え，少なく取り，制限を緩めて
活性化する）にまとめられると指摘している。

１６　２００４年７月の農業税改革は以下による。「国
務院関於做好２００４年深化農村税費改革試点工作
的通知」（２００４年７月２１日国務院発布）『中華人
民共和国国務院公報』２００４年９月２０日，第２６号。
この中では，吉林省，黒竜江省で農業税を廃止
することが明記された。同様に，２００５年７月に
は，次の通知を発布し，より広範囲の省での農
業税率の撤廃方針を示した。「国務院関於做好
２００５年深化農村税費改革試点工作的通知」（２００５
年７月１１日国務院発布）『中華人民共和国国務
院公報』２００５年８月３０日，第２４号。

１７　「最低買付価格」の設定を示したのは以下に
よる。「国務院決定採取有力措施大力発展糧食
生産－加大糧食主産区減免農業税的力度，対重
点糧食品種実行最低収購価格制度－」『糧油市
場報』２００４年４月１日。また，たとえばジャポ
ニカ米について，「最低買付価格」の設定をはじ
めて示したのは，「国家発展和改革委員会　財
政部　国家糧食局　中国農業発展銀行関於公布
２００５年中 稲和粳稲最低収購価格的通知」（２００５
年４月１２日国家発展和改革委員会価格司公布）
『中国経済導報』２００５年４月３０日。

１８　前者の３つは以下による。「国務院関於進一
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１３

具体的には，直接所得補償，そして，優良種の

種子，農機具の購入に対する補助に加え，農業

生産資材総合直接補助金の支給の４つである。

４つ目の農業生産資材総合直接補助金とは，

２００６年以降支給されたもので，２００６年に国内の

石油価格が引き上げられたのに伴い，農業用

ディーゼル油や化学肥料，農業用ビニールの価

格の上昇に対する補償措置として直接支給され

た補助金である。池上（２００９，５１－５４ページ）の

指摘するように，これら４つの補助金は，農家

に対する多方面の直接所得補償の性格が強い政

策であるだけでなく，その支給規模も２００９年時

点で約１２３１億元と大きく，農業並びに農民に対

する保護政策としての意義は大きい。このよう

に表３で見たような，２００４年以降，農業機械投

入が増加していた理由は，２００４年に実施された

こうした農業補助政策の影響が考えられる。　

　このように農業税の廃止，食糧価格の上昇，

補助金の支給についてそれぞれ見てきたが，そ

れら政策変化に伴う影響は，純利潤の上昇に顕

著に反映されている。この純利潤の上昇は，農

機具購入に対する誘因を一層高めると同時に，

労働供給を収縮させ，表３で示した資本労働比

率の上昇をもたらしたと言えるだろう。また表

４では，農家における雇用労働者の賃金の推移

も示している。この雇用労働者の賃金の上昇は，

表３における資本労働比率の変化と，強く相関

していることがうかがえる。

　このような考察から，２００４年に生じた沿海地

域における農民工の労働力不足が顕在化し，農

民工の賃金上昇が生じた状況の背後には，確か

に農村でも農業の雇用賃金の上昇を伴っている

ことが分かった。しかしそれは農村の過剰労働

力が枯渇したためではなく，農業部門において

生産性が向上したためであると考えられる。そ

れに伴い，農業労働者の都市への労働供給に対

する留保賃金の上昇が生じていたことがうかが

われる１９。　

　次節では，生産関数を推計することによって，

実際に農業部門に依然として過剰労働力が存在

するかどうかを検討したい。

３．データおよび推計モデルとその推計結果

　生産関数の推計には，『建国以来全国主要農

産品成本収益資料匯編下冊』と『全国農産品成

本収益資料匯編』から得たデータを用いる。観

測期間は，１９９２年から２００９年の１８年間である。

７省（遼寧・吉林・黒竜江・江蘇・安徽・河南

・寧夏）のアンバランスパネルデータを用いて

推計を行い，ジャポニカ米（粳米）の生産高

（主産品産量）を被説明変数に用いる。また説

明変数は，資本用役・農業労働時間・ジャポニ

カ米作付面積である。変数の具体的な定義につ

いては表５にまとめた。

　ここでは次のような推計式を用いて分析を行

う。

（１）　　 

　　　　　　　 ２０

ただし 及び は，それぞれ省及び年を表す指

標である。 は定数項， ， はそれぞれ省お

よび年度の観測不可能な固定効果を表す。 に

よって各省に固有の（経年変化しない）技術，

生産性などの要因の効果をコントロールする。

また によって全省共通のマクロ経済要因のコ

ントロールが可能になる。 は誤差項である２１。

　まず我々は，（２）式を用いて，パネルデータ

───────────
歩深化糧食流通体制改革的意見」（２００４年５月
２３日国務院発布）『中華人民共和国国務院公報』
２００４年７月３１日，第２１号。農業生産資材総合直
接補助金は以下による。「切実保護農民利益　
穏定農民種糧収益－財政部有関負責人就実行農
業生産資料増支綜合直補政策答問－」『経済日
報』２００６年４月１２日。

１９　本稿と同様に，『全国農産品成本収益資料匯
編』を利用し，２００４年以降における農民工の賃
金上昇は，農業サイドの生産性上昇によるもの
であると論じた既存研究には，田島（２００８）が
ある。

２０　当初，説明変数として肥料投入を加えていた
が，資本との多重共線性が疑われたため，最終
的な推計では当該変数を落とした。また，両変
数間の相関係数も０．７０１と高いものになってい
ることを確認した。

───────────
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分析の手法である固定効果推定量と変量効果推

定量を推計した。なお比較のため，固定効果を

含まず，各省のデータを毎年蓄積したデータに

よる OLS（pooled OLS）も推計した。

　推計結果は，表６に示されている。（１）は 

pooled OLS による係数推計値を表す。（１）の結

果を見ると，表３で見たように，農業労働時間

の減少，家畜用役に代わって機械投入が増加し

ている現状を反映し，労働時間，及び資本用役

の係数推計値が有意にプラスの値を得た。（２），

及び（３）は，省別の固定効果を含んだ固定効果

モデルと変量効果モデルを推計した結果である。

これらの結果からは，省別の固定効果，つまり

───────────
２１　また，本稿では，係数推計値の検定に用いる
標準誤差について，パネルデータには，ほぼ必
ず生じている，分散不均一性と系列相関に頑健
な標準誤差を計算した。既存研究における農業
生産関数推計では，この分散不均一性と系列相
関へ適切に対処していると言及しているものは
存在せず，既存研究における労働の弾力性推計
値の標準誤差は過少推計されている可能性があ
る。

表５．生産関数推計に用いる変数の定義

記号単位変数
主産品産量を用いる。Yキログラムジャポニカ米（粳米）生産量
用工数量（総労働時間数）を用いる。L時間農業労働時間
資本用役総額を価格指標で割り，実物化した。
資本用役総額は，小農具購入修理費（農業用
棚制作材料費も含む），機械投入費，家畜用役
費を各年集計して求めた。価格指標は，小農
具，機械化農具，家畜の価格を資本用役総額
に対するそれぞれの費用額で加重して求めた。

K資本用役

中国農業部ホームページ上にある『歴年全国
農業統計提要』（http://www.agri.gov.cn/sjzl 
/nongyety.htm）に掲載されているジャポニ
カ米作付面積を用いる。しかしこのデータは
３年分（２００１年から２００３年）しか利用できな
い。そこでまずその３カ年の作付面積のコメ
の総作付面積に占める平均割合を算出した。
それからその作成した割合をコメの総作付面
積に乗じることにより各年の欠損データを
補った。

T
ヘクター

ル
ジャポニカ米作付面積

注）（１）『建国以来全国主要農産品成本収益資料匯編１９５３－１９９７ 下冊』と『全国農産品成本収益資
料匯編』のデータは，すべて毎畝換算（１畝は１５分の１ヘクタール）になっている。し
たがって，説明変数として利用した「ジャポニカ米作付面積」をそれぞれの変数に掛け，
データをマクロの変数化した。

（２）２００５年の『全国農産品成本収益資料匯編』においてはじめて，「工 」の時間への換算式
が掲載され１「工 」=８時間という換算式が提示された。当該換算式は２００４年に定義さ
れたものであり，２００４年より前には必ずしも当該換算式に沿ってデータが収集されたと
は考えられない。しかし，１「工 」=８時間という換算式が提示されたこと自体重要で
あり，第一次接近として２００４年以前の１「工 」の平均が８時間であったとみなし，労
働時間を作成している。

（３）機械作業費・畜力費について，それらの投入は，生産に関する活動のみに対して行われ
た。

（４）小農具購入修理費（農業用棚制作材料費も含む）は，２００４年以降は，工具材料費および
修理維持費用にそれぞれ変更された。
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１５

省別の農業技術の差異をコントロールすると，

農業労働時間，及び資本の係数推計値は，有意

性が保たれたが，係数推計値の大きさが小さく

なった。これは，省別の農業技術の差異をコン

トロールしなければ，欠落変数バイアスにより，

係数推計値に上方バイアスが生じていたことが

分かる。また土地には，下方バイアスが生じて

いる。

　次に（４）では，省別の固定効果に加えて，年

ダミーをコントロールした。その結果，（２），

（３）の係数推計値と比較して，資本と土地には，

大きな違いが生じていない一方，農業労働時間

の係数推計値について，（２），（３）では，下方バ

イアスが生じていたことが分かる。

　また（５）－（８）では，農業労働時間，及び資

本用役が内生変数であると考えられるため，操

作変数推定を行った。（５）の推計結果を見ると，

係数推計値の内生性バイアスは，（２）の省別固

定効果をコントロールした時の係数推計値の欠

落変数バイアスと比較すると，逆方向のバイア

スが生じていたことが分かる。すなわち，農業

労働時間と資本の係数推計値には下方バイアス

がかかり，土地には，上方バイアスが生じてい

た。以下（６）－（８）では，（２）－（４）と同様に，

一元配置の固定効果モデル及び変量効果モデル，

そして二元配置固定効果モデルを推定した。そ

表６．（１）式の推計結果

（８）（７）（６）（５）（４）（３）（２）（１）

IV FixedIV RandomIV FixedIV PooledFixedRandomFixedPooled

０．３８０６＊＊＊０．２１７２＊０．２３０３＊＊０．３１６４＊＊＊０．１５２１＊＊０．０８４９＊０．０９７９＊＊０．２５３３＊＊＊Log L（農業労働時間）

（０．１０１４）（０．１１７９）（０．１１４７）（０．１０２０）（０．０６４２）（０．０４８６）（０．０４６８）（０．０７１８）

０．１２０９０．２０７２＊＊＊０．１７０６＊＊＊０．２６１５＊＊＊０．０８３８＊０．１３４５＊＊＊０．０９５１＊＊＊０．２４４５＊＊＊Log K（資本用役）

（０．０８７９）（０．０４６５）（０．０６４７）（０．０３６０）（０．０４９５）（０．０２４１）（０．０３４０）（０．０１９２）

０．６８５６＊＊＊０．６２２４＊＊＊０．７７６２＊＊＊０．４５７０＊＊＊０．９３１５＊＊＊０．８２１９＊＊＊０．９８５４＊＊＊０．５２５０＊＊＊Log T（作付面積）

（０．２００６）（０．１４４１）（０．１９１２）（０．１１０３）（０．１０８０）（０．０４８０）（０．０８１５）（０．０６４７）

２．７６４７＊＊＊４．０７４２＊＊＊３．３２５１＊＊＊３．４８３４＊＊＊４．０８３０＊＊＊４．９９７６＊＊＊４．２１７１＊＊＊３．９１６７＊＊＊定数項

（０．４８３１）（０．８５４２）（０．７８７６）（０．７６３３）（０．６０２９）（０．４８０６）（０．４５６２）（０．５１７９）

YesYesYesNoYesYesYesNo省ダミー

YesNoNoNoYesNoNoNo年ダミー

１２５１２５１２５１２５１２５１２５１２５１２５観測個数

０．９９６４０．９５７９０．９９５８０．９９０９０．９９６８０．９５４２０．９９６２０．９９１０R-squared

５．８７１４．６２７．７５２６．０４F 統計量（H0: all υi and all ξt=０）

[０．００][０．００][０．００][０．００]（pooled vs Fixed）

１．１３１．１２F 統計量（H0:  all ξt=０）

[０．３４][０．３４]（Fixed without ξt vs Fixed with ξt）

１２．３６８．４６頑健な変量効果モデルの妥当性の検定

[０．００][０．００]（Fixed vs Random）

－０．３２－０．１３－０．１４－０．２５外生性の検定（労働）

[０．０９][０．１８][０．２１][０．０１]

－０．１１－０．０２－０．０３０．０６外生性の検定（資本）

[０．３６][０．７４][０．６７][０．１９]

７．４７２２．９２３２．２８Cragg and Donald（１９９３） 統計量

（７．０３）（７．０３）（７．０３）Stock and Yogo（２００５） 臨界値

（有意水準５%）

注）＊＊＊は１%，＊＊は５%水準で有意，＊は１%水準で有意であることを表している。
（１）丸括弧内は標準誤差，角括弧内は p 値をそれぞれ示している。推計には，分散不均一，及び系列相関に頑健な標準誤差を用いた。
（２）Cragg and Donald 統計量は，複数の回帰変数が内生変数であると疑われる時に，それら操作変数が弱い操作変数（weak instrument）で

あるかどうかを検定するものである。その検定統計量は Stock and Yogo（２００５）における第一段階推定におけるF統計量行列の最小固有
値（GT）として計算される。上記（６）列において，Stock and Yogo（２００５）における内生性が疑われる回帰変数（Y）には農業労働時
間，資本用役，外生変数である回帰変数（X）には作付面積および省ダミー，操作変数として用いた除外される外生変数（Z）として，
農業労働時間，資本用役の１期ラグ変数を利用した。Cragg and Donald 統計量の有意水準は，Stock and Yogo（２００５）で提示されてい
る。この検定の結果，操作変数が弱いという帰無仮説は５%水準で棄却された。なお，当該統計量は STATA，xtivreg2 コマンドを利用
し計算したものである。（７）列の操作変数法による変量効果推定量は当該コマンドでは推定できないため，ここでは Cragg-Donald 統計
量を示していない。

（３）本表においてハウスマン検定は二種類表れるため，変量効果モデルの妥当性の検定，外生性の検定と区別した。
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れらの係数推計結果を見ると，（２）－（４）と整合

的な符号に，欠落変数バイアスが生じていたこ

とが分かった２２２３。

　ここで労働の生産弾力性について，中国の農

業生産関数推計を行った先行研究のうち，観測

期間が本稿と似通った既存研究の推計結果を本

稿の推計結果と比較する。まず本稿と同じデー

タを用いた推計結果では，Wang（2010, p. 151 

Table 1）は，０．１８３（１９８０－２００４），０．３３７（２００５

－２００８）という推計結果を得た。これは我々の変

数の内生性を考慮した推計結果と近い結果と

なった。次に，『中国農村統計年鑑』から得た

データに基づく推計結果を見ると，Islam and 

Yokota（2008, p. 381 Table 2）は，１９８９－２００５年

にかけての観測期間で，０．１２１という結果を得

た。また南・馬（２００９，８ページ　表２）は，

０．３０７であった。我々の推計結果もこれら先行

研究の係数推計値の範囲内にあり，妥当なもの

と判断できる。　次節以降では，パネルデータ

のモデル選択の検定結果に加え，内生性バイア

スの除去を考慮し，一元配置固定効果モデル

（６）の推計結果を利用して議論を進めていくこ

とにする２４２５。

───────────
る変数が内生変数であるかどうかのハウスマン
検定は，帰無仮説の棄却域が狭くなる方向に，
サイズの歪みが生じている事が分かっており
（Guggenberger，２０１０），ハウスマン検定にお
いて，内生変数である統計的証拠が無いと判断
されたとしても，操作変数推計を実行する事は
意義がある。なお，ここでは内生変数の数と操
作変数の数が，一つずつで過不足ない識別
（Just Identified）になっているため，過剰識別
制約検定を行うことはできない。

２４　上記脚注で，肥料投入が資本との間に多重共
線性が生じていることがうかがわれるため，最
終的な推計で落としたことを言及した。ここで，
たとえば，表６（６）列の定式化で推計した際，
肥料投入を追加的に加えると，労働の生産弾力
性の係数推計値は，０．２５３９となった。これは表
６（６）列における推計値０．２３０３と概ね変わらな
かった。しかし標準誤差は０．１１４７から０．１４４７へ
と大きくなり，係数推計値がゼロと異なるかど
うかの帰無仮説に対しｔ検定を実行すると，当
初５％水準で棄却できていたが，１０％水準に落
ちた。また資本の生産弾性値は０．１７０６から
０．２３３４と大きくなった上，標準誤差は０．０６４７か
ら０．２３０９と３倍近くになった。係数推計値がゼ
ロと異なるかどうかの帰無仮説に対しｔ検定を

───────────
２２　表６に掲載のある一連のモデル特定化の検定
結果については，本文中で議論すると煩雑にな
るため，以下脚注内で議論を進める事とする。
また，（１）－（４）間のモデルの比較の手順および
検定結果は（５）－（８）間のものと一致しており，
重複を回避するためここでは（５）－（８）間のモ
デル選択の議論のみ説明する。最初に，（６），
（７）の固定効果モデルと，変量効果モデル間の
モデル選択として，頑健ハウスマン検定を行っ
たところ，説明変数と固定効果の間に相関が無
いとする帰無仮説は１％水準で棄却された
（我々は Wooldridge, 2002 pp. ２８８－２９１が提示し
た頑健なハウスマン検定を用いた）。この結果，
以下では変量効果推定量ではなく欠落変数バイ
アスを考慮した固定効果推定量を基準にモデル
選択の議論を進める。

　　そこで，次に，固定効果推定量と pooled OLS
の結果を比較するため，（５）と（６），（５）と（８）
のモデルをＦ検定により比較すると，全ての省
別ダミー，ないし，全ての省別ダミーおよび全
ての年ダミーが有意にゼロと異ならないという
帰無仮説は１％水準で棄却された。この結果，
pooled OLS ではなく固定効果推定量を用いた
モデル（６）または（８）が採択されることが分
かった。

　　最後に固定効果推定量の内，一元配置モデル
あるいは二元配置モデルのどちらが採択される
かＦ検定により比較する。そこで，（６）と（８）
のモデルを比較すると，全ての年ダミーが有意
にゼロと異ならないという帰無仮説は１０％水準
でも棄却できなかった。これは年ダミーを入れ
ることにより，全省共通のマクロ経済要因のコ
ントロールすることは非常に重要ではあるが，
検定の結果，全ての年ダミーが有意にゼロと異
なるという統計的証拠はないことを含意してい
る。その結果，最終的に，（５）－（８）のモデル
間では（６）の一元配置固定効果モデルが採択
されることが分かった。

２３　表６（６）列の一元配置固定効果モデルにつ
いて，労働・資本が内生変数であるかどうかを
検定するためハウスマン検定を行った。その結
果，労働・資本それぞれについて，第二段階推
計において，第一段階推計の残差の係数推計値
に関するｔ統計量は，両側検定の有意水準１０％
でも，係数推計値がゼロという帰無仮説を棄却
できなかった。したがって，労働・資本は内生
変数という統計的証拠はなかった。しかし，あ
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１７

４．労働の限界生産物価値の推計

　労働の限界生産物価値は，生産関数の推計に

よって得た労働の生産弾性値の推計値を用いて，

次のように求める。

（２）　　　　　　　　
　　　　　　　　　 

 には，内生性を考慮した表６（６）列の一元配

置固定効果モデルにおける推計結果を用いた。

その結果は，表７に示した。ジャポニカ米生産

表７．ジャポニカ米生産に関する労働の限界生産物価値の推計，及び市場賃金との比較（１９９８－２００９）
（単位：元/時間）

江蘇黒竜江吉林遼寧
%wagevMPL%wagevMPL%wagevMPL%wagevMPL

３５．３%２．７８１．８０３３．４%３．２０２．１３２６．９%２．３７１．７４４９．７%３．４５１．７４１９９８
５０．０%２．７６１．３８３５．７%２．９２１．８８３１．４%２．２４１．５４４３．７%３．０５１．７２１９９９
４５．９%２．７１１．４７３９．９%２．７８１．６７４９．６%３．１６１．５９５３．０%３．４２１．６１２０００
３４．３%２．８２１．８５３３．１%２．３３１．５６３８．５%２．３９１．４７４３．３%２．８２１．６０２００１
３７．０%２．７７１．７４４９．５%２．７３１．３８４９．８%２．６０１．３１４５．３%２．８６１．５６２００２
２８．７%２．９４２．１０２７．０%２．７９２．０４４７．９%２．６５１．３８３６．０%３．０４１．９５２００３
２．１%３．１４３．０８４．３%３．２７３．１３－０．３%２．７６２．７７a２０．０%３．１９２．５５２００４
２７．８%４．１０２．９６１８．６%４．１３３．３６－６．９%３．０２３．２３a２１．７%３．８０２．９７２００５
３１．５%４．８０３．２９１２．２%４．９２４．３２－２．１%３．７３３．８１a２２．７%４．２４３．２８２００６
２７．２%４．８７３．５５２７．８%５．５１３．９８２６．４%４．２３３．１１２７．２%４．３４３．１６２００７
３３．５%５．８９３．９２３８．２%８．０７４．９９２９．７%５．５４３．９０２６．１%４．８７３．６０２００８
２８．４%６．２９４．５０３６．９%９．６３６．０８３７．７%６．９３４．３２１６．９%５．６３４．６８２００９

３．８２２．６４４．３６３．０４３．４７２．５１３．７３２．５３平均
寧夏河南安徽

%wagevMPL%wagevMPL%wagevMPL

５０．８%２．４１１．１９５１．７%２．１５１．０４６５．３%３．７５１．３０１９９８
N.AN.A１．１９N.AN.A１．０７４８．５%２．１８１．１２１９９９

６０．８%２．７４１．０７N.AN.A０．５４６８．４%２．７００．８５２０００
６２．５%３．０６１．１５N.AN.A１．００７０．４%３．３８１．００２００１
６４．７%３．１４１．１１９．２%０．９２０．８３５８．４%２．５６１．０６２００２
６２．４%３．１１１．１７５９．９%１．８５０．７４５２．８%２．７８１．３１２００３
４５．２%２．８５１．５６－４０．１%１．４６２．０４a４７．４%３．２３１．７０２００４
４６．８%３．６５１．９４４７．０%３．５３１．８７５３．４%３．７０１．７２２００５
４９．４%４．１９２．１２４９．８%４．１２２．０７６４．７%５．００１．７６２００６
６０．１%５．１０２．０４５０．３%４．４６２．２２５５．０%５．０４２．２７２００７
６０．７%５．５８２．２０６１．６%５．７７２．２２５９．９%６．１４２．４６２００８
６５．３%７．４０２．５７４６．５%６．０７３．２５４９．５%６．６２３．３５２００９

３．９３１．６１３．３７１．５７３．９２１．６６平均

出所）『全国農産品成本収益資匯編』（各年）。
注）（１）ここでの市場賃金は，表４で示した雇用労働賃金と同じものである。９２年から９７年までの市場賃

金データは欠損している。表４と同様，市場賃金は，『中国農村統計年鑑』の農村居民消費価格
分類指数の総合値を用い，実質化した。

（２）各省の左列からジャポニカ米生産農家の限界生産物価値（vMPL），市場賃金（wage）を示した。
また，両者がどれだけ近づいたのか示すため市場賃金に占める両者の差の割合を示す列（%）を
設けた。

（３）限界生産物価値が，市場賃金を上回っている箇所には，右上に a を付した。
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の雇用労働力の賃金（以下では市場賃金と呼ぶ）

は，１９９８年以降から掲載されるようになってい

る。これを見ると，概ね，労働の限界生産物価

値は，市場賃金より低いという結果を得た。ま

た，東部沿海地域の江蘇省・東北３省の労働の

限界生産物価値は，中部および内陸地域よりも

高かった。これは，表２，及び表３で見たよう

に，東北３省では農業機械の利用による相対的

に省力化の進んだ農業が行われていること，及

び東部沿海地域では相対的に資本の要素価格が

廉価であるために，相対的に資本集約的な農業

が行われていることを示しているためと考えら

れる。　

　一方，２００４年以降，吉林省及び河南省におい

て，労働の限界生産物価値が市場賃金を上回っ

ていること，そして黒竜江省，江蘇省において

両賃金が接近していることは注意しなければな

らない。この背景を考察するため，図５で限界

生産物価値を構成する各変数の経年変化を示し

た。ここから，２００４年以降限界生産物価値が，

上昇した要因を考えると，２節で議論したよう

に第一に国内で需要超過に陥ったためジャポニ

カ米価格が２００４年以降急上昇していること，第

二に価格の上昇や補助金支給の増加などの農業

保護政策の影響から生産量が増加していること，

第三に補助金支給により農業機械の急速な普及

進展に伴い，農業労働投入時間の減少に拍車が

かかっていることが考えられる。

　再び表７に戻ると，２００５年以降において，確

かに市場賃金は，それ以前と比べて，明らかな

上昇を見せているが，吉林省を除き，労働の限

界生産物価値と市場賃金の差は，２００３年以前の

───────────
実行すると，当初１％水準で棄却できていたが，
１０％水準でも棄却できなくなった。ここでは，
（６）列の定式化で肥料投入を追加した事例につ
いてのみ言及したが，他の定式化においてもほ
ぼ同様の結果を得た。このような事実から，肥
料投入が資本との間に多重共線性が生じている
と判断し，最終的な推計で肥料投入を落とした。

２５　表６で示した推計結果の内，一連の操作変数
法による推定結果は，単位面積あたりに１次同
次性を仮定した生産関数を推計した結果でもほ
ぼ同様の結果を得た。

図５．限界生産物価値を構成する各変数の経年変化（１９９２－２００９）

出所）推計結果および『全国農産品成本収益資料匯編』（各年）。
注）（１）ジャポニカ米生産量，補助金，労働時間は，分析に用いた７省の平均値を掲載している。また表５

で指摘した通り「ジャポニカ米作付面積」をそれぞれの変数に乗じ，データをマクロの変数化した
ものである。

（２）限界生産物価値およびジャポニカ米平均価格は，７省の平均値を掲載している。



中国経済転換点の検証：
ジャポニカ米生産の省別パネルデータに基づいて

１９

水準に戻っており，両賃金が均等化している様

子は見受けられない。なお表７には掲載してい

ないが，７省のジャポニカ米の労働の限界生産

物価値の全平均は，２．２２元であった。この推計

した労働の限界生産物価値を先行研究と比較す

ると，既存研究の農業及び耕種業の労働の限界

生産物価値よりも，ジャポニカ米農家の労働の

限界生産物価値は高くなった。たとえば Cook

（1999, p.32, Table 5）２６　は農業の労働の限界生

産物価値を推計し，時給１．２３１元となった。他

方 Zeng（2005, p.148, Table 6, 7）２７　は，農 業 が

１．１３元，耕種業が０．３３元という労働の限界生産

物価値を得た。この考えられる理由の一つは，

ジャポニカ米の単価が他の農作物よりも相対的

に高いことが挙げられる２８。

　
５．限界生産物価値と各種賃金との

賃金差の検定
　

　最後に，農家の労働の限界生産物価値が，市

場賃金と比べて有意に低いといえるかどうかの

検定を行う。ここでは Sonoda and Maruyama

（１９９９）の手順に沿い，まず，以下の方程式を

推定する。なお，一連の仮説検定で利用される

データは，表７で示されたデータである。

（３）　　　　　　 

ただし   は，ジャポニカ

米生産の労働の限界生産物価値を指す。また  

はジャポニカ米生産の市場賃金を指す。この時，

以下の仮説検定を行う。帰無仮説は  

  対立仮説は   とする。

そこで（３）式を最小二乗法で推計し，Ｆ検定を

実行するとその帰無仮説は１％水準で棄却され

た。

　次に，労働の限界生産物価値の平均値が市場

賃金の平均値より有意に低いといえるかどうか

の仮説検定を行う。この時，平均値の差の検定

の検定統計量は以下である２９。

（５）　　
　　　　　　　 

ただし， は比較する両賃金の差の標本平均，

 は比較する両賃金の差の標本標準偏差を表し

ている。この検定統計量は１３．９９となり，賃金

差の平均値に有意な差が無いとする帰無仮説が

１％有意水準において棄却された。したがって，

それぞれ統計的有意に，労働の限界生産物価値

は市場賃金よりも低いことが確かめられた３０。

───────────
２６　Cook の農業の定義には，小麦・トウモロコシ
・綿花・野菜・果物・畜産を含む。

２７　Zeng のデータには，耕種作物・野菜・果物
・畜産を含む。

２８　『全国農産品成本収益資料匯編』に掲載され
ている，１９９８年から２００９年までの主要作物の１
キロあたり平均出荷価格を比較すると，小麦
１．２９元，トウモロコシ１．０８元，インディカ米
１．３１元，ジャポニカ米１．５２元であった。

表８．労働の限界生産物価値と市場賃金の同等性の検定

限界生産物価値 vs 市場賃金（N=８０）

 

注）括弧内は標準誤差を表す。

───────────
２９　ここで比較する賃金が統計的に独立かどうか
の検定を行った。その検定統計量は， 

　　
　　　　　　　　ただし は，比較する賃金間
 
の相関係数を表す。この検定統計量は１１．１２と
なり，比較する賃金が統計的に独立であるとす
る帰無仮説が１％有意水準において棄却された。
したがって，比較する両賃金は統計的に独立で
ない。この結果から，以後の議論では対応のあ
る２変数に関する検定を利用することとする。

３０　最後に我々は，対応のある２変数の組につい
て，賃金差の中央値が等しいかどうかを検定す
るウィルコクソンの符号付順位和検定を行った。
その検定統計量は７．６９となり，対応のある２変
数の組について，賃金差の中央値が等しいとす
る帰無仮説が１％有意水準において棄却された。
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６．結論

　本稿は，中国において，２０００年代前半におけ

るルイス転換点を通過したとする説に対して，

ジャポニカ米生産の省レベルパネルデータを基

に再検討を行ったものである。具体的には，中

国における主要なジャポニカ米生産地域である

７省について，その農家の労働の限界生産物価

値を推計した。そして我々は労働の限界生産物

価値と市場賃金との間で賃金差の検定を実行し

た。その結果，統計的有意にジャポニカ米生産

農家の労働の限界生産物価値がその市場賃金よ

り低いことが確かめられた。

　こうした結果からの含意は，対象とした各省

における，ジャポニカ米生産農家は２００９年末に

おいて，まだ人員過剰状態にあり，自分の持っ

ている土地で働くよりも，労働者として出稼ぎ

を行い，獲得する労働賃金の方が高いという状

態が生じているということである３１。なお，本

稿の結論は対象とした各省における，ジャポニ

カ米生産に限定されたものであり，他の主要作

物についても分析を進め，中国経済全体におけ

るルイス転換点の全体像を明らかにしなければ

ならない。少なくとも，インディカ米，小麦，

トウモロコシといった主要作物について同様の

検証を行うことは本稿の重要な今後の課題であ

る。

　また経済の転換点を越えたとする既存研究で

は，２００４年に生じた沿海地域において農民工が

減少し，労働集約産業における労働賃金の上昇

が見られるのは，農村の過剰労働力が枯渇した

ためである，という主張が行なわれてきた。し

かし，本稿の結果から考察されるのは，２００４年

以降の農民工の減少，都市における労働集約産

業における労働賃金の上昇の理由は，農村の過

剰労働力が枯渇したためではなく，農業生産性

の上昇と，それに伴う都市への労働供給に対す

る留保賃金の上昇のためであったと考えられる。

このような一連の経済環境の変化が，実際に出

稼ぎ労働に従事する農民工の留保賃金を上昇さ

せ，都市における農民工の労働供給を収縮させ

たかどうかについての計量的分析についても今

後の課題としたい。
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　This study reinvestigates the question of whether the Chinese economy passed the “Lewis 

turning point” in the early 2000s. The implication of reaching the turning point is that the rural 

labor surplus which is a source of comparative advantage of low labor cost in China is exhausted. 

This suggests that future economic growth is constrained by the contraction of labor intensive 

sectors, such as textile and processing industries. We estimated an agricultural production function 

more accurately from province-level panel data on Japonica rice production costs during the 1992-

2009 period in order to appropriately control differences by province in agricultural technology and 

to address the issue of endogeneity in input choice. Then we examined the existence of rural labor 

surplus in terms of differentials between the value of marginal product of labor (VMPL) and our 

proposed measure of the “subsistence wage” (on farm hired wage).

　After testing wage differentials by various statistical techniques, we obtained a statistical proof 

that, on average, the VMPL fell below the farm hired wages. These results show that Japonica rice 

farmers in sample provinces still have labor surplus in the end of 2009. In some provinces, the 

VMPL for Japonica rice production substantially exceeded hired wages in 2004 and later years. 

However, qualitative findings suggest that this was caused not by the exhaustion of the rural 

surplus labor supply, as claimed in previous studies, but by a series of generous agricultural 

protection policies implemented by the central government starting in 2004 such as the 

abolishment of agricultural tax, the establishment of guaranteed prices of farm products, and the 

introduction of direct subsidies, which raised agricultural productivity and increased reservation 

wages for farmers’ labor supply in urban areas.


